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氏名                   

 

令和8年7月16日実施 北陸信越運輸局 

法令試験問題 

解答用紙 
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令和8年7月16日 北陸信越運輸局法令試験問題 

 

 

問１ 次の文章のうち正しいものには○印を、誤っているものには×印を解答用紙に記入

してください。 
 

1.  道路運送法で「自動車運送事業」とは、旅客自動車運送事業及び貨物自動車運送事

業をいいます。 

 

2.  道路運送法における一般旅客自動車運送事業とは、一般乗合旅客自動車運送事業、

一般貸切旅客自動車運送事業及び一般乗用旅客自動車運送事業の３種類の事業のこと

をいいます。 

 

3.  道路運送法の規定により、国土交通省令で定める乗車定員以上の自動車で一般乗用

旅客自動車運送事業を経営することはできません。 

 

4.  １年以上の拘禁刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくな

った日から５年を経過していない者であっても、個人タクシー事業の許可を受けるこ

とができます。 

 

5.  個人タクシー事業者は、旅客に対し、収受した運賃又は料金の割り戻しをしてはい

けません。 

 

6.  事業者が、運送の申込みを受けた順序によらずに旅客を運送することができるのは、

急病人を運送する場合その他正当な事由がある場合に限られています。 

 

7.  個人タクシー事業者の自動車車庫について、その位置に変更がないものの、収容能

力が５㎡大きくなりました。この場合、事業計画変更の手続きが必要です。 

 

8.  営業区域外から乗車した旅客の着地が営業区域外である場合、事業者の営業区域を

通過していても道路運送法違反になります。 

 

9.  一般乗用旅客自動車運送事業者は、一般乗合旅客自動車運送事業者によることが困

難な場合において、一時的な需要のために地域及び期間を限定して行うときは、許可

を受けないで乗合旅客の運送をすることができます。 

 

10.  一般旅客自動車運送事業者は、事業用自動車が火災を起こしたときは、遅滞なく一

定の事項を届け出なければなりません。 

 

 



日個連都営協組織維持対策課 080716北陸信越運輸局 3/6 

11.  個人タクシー事業者が事業用自動車の使用停止処分を受けた場合、自動車登録番号

標の領置を受けるべきことを命ぜられることがあります。 

 

12.  個人タクシー事業者が、運賃料金をクレジットカードにより精算しようとするとき

は、道路運送法に規定する手続きが必要です。 

 

13.  一般乗用旅客自動車運送事業者の氏名若しくは名称又は住所に変更があった場合は、

手続きが必要ですが、個人タクシー事業者の氏名又は住所に変更があった場合も手続

きが必要です。 

 

14.  旅客自動車運送事業運輸規則には、事業者間の活発な競争を促進することは、その

目的として規定されていません。 

 

15.  身体障害者補助犬及びこれと同等の能力を有すると認められる犬並びに愛玩用の小

動物をタクシー車内に持ち込む旅客に対しては、運送の引受けを拒絶することができ

ます。 

 

16.  一般乗用旅客自動車運送事業者は、１２歳未満の小児だけの旅客を運送することは

できません。 

 

17.  タクシー事業者が旅客を運送中に事故に遭遇し旅客が負傷した場合、事故の過失の

度合いによって旅客を保護する責任は免れます。 

 

18.  業務記録の保存期間は６ヶ月間となっています。 

 

19.  個人タクシー事業者は、事業用自動車の運行の業務に従事したとき、業務した事業

用自動車の走行距離計に表示されている業務の開始時における走行距離の積算キロ数

を、業務記録に記録しなければなりません。 

 

20.  個人タクシー事業者の場合、タクシー車両に備え付ける地図は、少なくとも営業区

域のうち自分が主として営業する地域のものでよいこととされています。 

 

21.  旅客自動車運送事業者は、事業用自動車の本拠ごとに、自動車の点検及び清掃のた

めの施設を設けなければなりませんが、個人タクシー事業者はその適用が除外されま

す。 

 

22.  タクシー運転者が「回送板」を掲出しなければならない場合は、食事若しくは休憩

のため運送の引受けをすることができない場合だけです。 

 

 

 



日個連都営協組織維持対策課 080716北陸信越運輸局 4/6 

23.  旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者は、坂路において事業用自動車から

離れるとき及び安全な運行に支障がある箇所を通過するときは、旅客を降車させなけ

ればなりません。 

 

24.  個人タクシー事業者は、過労防止のため、乗務時間について予め管轄の行政庁に報

告しなければなりません。 

 

25.  一般旅客自動車運送事業者である個人タクシー事業者も年間の運送収入等を集計し

当該年度の事業内容について報告を行う義務がありますが、この報告義務については、

旅客自動車運送事業等報告規則に規定されています。 

 

26.  一般乗用旅客自動車運送事業の標準運送約款には、旅客から収受する運賃及び料金

は、旅客の乗車時において地方運輸局長の認可を受けて実施しているものによること

が規定されています。 

 

27.  一般乗用旅客自動車運送事業の標準運送約款には、旅客が禁煙車両（禁煙車である

旨を表示した車両）内で喫煙し、又は喫煙しようとしている場合、運転者は喫煙を中

止するように求めることができ、旅客がこの求めに応じない場合には、運送の引受け

又は継続を拒絶することがある旨が規定されています。 

 

28.  個人タクシー事業者が、その事業を３０日間休止した場合には「運転日報」にその

旨を明記することにより、道路運送法第３８条第１項の規定による「事業の休止届出

書」を提出する必要はありません。 

 

29.  時間制運賃は、営業所（無線基地局を含みます。）において時間制運賃によるあらか

じめの特約がある場合に適用するので、観光地の周遊の運送には適用できません。 

 

30.  運賃改定とは、現在認可を受けている運賃よりも高い運賃を設定することをいいま

す。 

 

31.  事業用自動車の所有者の住所変更の場合、道路運送車両法の規定に基づきその事由

があった日から１５日以内に変更登録の申請をしなければなりません。 

 

32.  自動車の使用者は、点検整備記録簿を当該自動車に備え置き、当該自動車について

定期点検整備をしたときは、遅滞なく、一定の事項を記載しなければなりません。 

 

33.  道路運送法の規定に基づく「事業の休止」中であっても、道路運送車両法の規定す

る継続検査を行うことができます。 
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34.  自動車点検基準に規定する日常点検基準においては、タクシー車両のブレーキにつ

いては、走行距離、運行時の状態等から判断した適切な時期に行えばよいこととなっ

ています。 

 

35.  自動車事故報告規則の規定に基づく報告書は、管轄の警察署が発行する事故証明書

をもってこれに替えることはできません。 
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問２ 次の〔  〕にあてはまる言葉を下の語群の中から選び、解答用紙に記号を記入し 

  てください。 

 

〇旅客自動車運送事業運輸規則第４条 

（運賃及び料金等の実施等） 

第四条 一般旅客自動車運送事業者は、運賃及び料金並びに運送約款を営業所に〔 A 〕

した後でなければ、これを実施してはならない。 

２ （略） 

３ 一般乗用旅客自動車運送事業者は、〔 B 〕が定めるところにより、事業用自動車（運

送の引受けが営業所のみにおいて行われるものを除く。）に運賃及び料金に関する事項

を〔 C 〕及び事業用自動車を利用する〔 D 〕に見やすいように表示しなければな

らない。 

４ 一般乗用旅客自動車運送事業者は、運賃又は料金が〔 E 〕による場合を除き、

〔 B 〕が定めるところにより、運賃及び料金の額を事業用自動車内において事業用

自動車を利用する〔 D 〕に見やすいように表示しなければならない。 

 

 

 

ア 顧客 イ 対距離制 ウ 地方運輸局長 エ 表示 

オ 民衆 カ 運輸支局長 キ 掲示 ク 対時間距離併用制 

ケ 乗客 コ 公示 サ 公衆 シ 旅客 

ス 国土交通大臣 セ 対時間制 ソ 大衆   
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令和8年7月16日実施 北陸信越運輸局 

法令試験問題模範解答 

 

※ この模範解答は運輸局が公式に発表したものではなく、日個連東京都営業協同組合組

織維持対策課にて判断・作成したものです。運輸局の見解とは異なる場合もあり得ます

ので、予めご了承下さい。 

 

問１ 

 

問２ 

 

◼ 新型設問はありません。 

◼ 16 は運輸規則13条扱いのようですが、ここでは全個協解釈に従っています。 

◼ 24 は報告規則扱いのようですが、ここでは全個協解釈に従っています。 

◼ 語群選択は旧条文と混ざっていますが、解答に直接の影響はない為、不問扱いにはなっ

ておりません。 

１ ○ 
運2 

２ ○ 
運3 

3 ○ 
運3 

４ × 
運7 

５ ○ 
運10 

６ ○ 
運14 

７ ○ 
運15ほか 

８ ○ 
運20 

９ × 
運21 

10 ○ 
運29 

11 ○ 
運41 

12 × 
規定なし 

13 ○ 
運施66 

14 ○ 
輸1 

15 × 
輸13+52 

16 × 
規定なし 

17 × 
輸19 

18 × 
輸25 

19 ○ 
輸25 

20 × 
輸29 

21 × 
輸47 

22 × 
輸50 

23 ○ 
輸50 

24 × 
輸21 

25 ○ 
報告2 

26 ○ 
約款5 

27 ○ 
約款4-2 

28 ○ 
期限更新 

29 × 
運賃制度 

30 × 
運賃処理 

31 ○ 
車12 

32 ○ 
車49 

33 ○ 
運38+車62 

34 × 
点検別表 

35 ○ 
事故3 

Ａ     コ Ｂ ウ Ｃ サ Ｄ シ Ｅ セ 


